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■論文要旨
組織の持続性は大きく 3 つの分野で研究が進められている。すなわち，ガバナン

ス関連，持続的なイノベーション，地球環境保全である。これら 3 つの領域の活動
は，整合的に取り組むことが難しい。そこで臼福本店とサクラオブルワリーアンド
ディスティラリーの事例から，どのように整合性を実現させているかを調査した。各
社とも整合性実現に向けた取り組みについて独自の試みが行われていた。
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■Abstract
Organizational sustainability is the subject of investigation across three primary

domains, specifically, governance, sustainable innovation, and global environ-
mental protection. Addressing activities within these three domains in a uniform
manner presents significant challenges. Consequently, our study delves into the
strategies and organizations employed by USUFUKUHONTEN and SAKURAO
Brewery and Distillery to establish coherence in their respective cases. Each of
these companies has undertaken distinct initiatives in their pursuit of consistency.
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1 はじめに

昨今 SDGs の考え方の普及に伴い，「持続性」
への関心が高まってきている。このことは，外部
の有効性と内部の能率の実現（Barnard, 1938）や
ゴーイングコンサーンとして企業をとらえる
（Commons, 1950）既存の企業活動の考え方にも
通じている。いずれも組織の存続を暗に示してい
るからである。
そのため組織の持続性に向けて様々な領域で議
論が深められている。その潮流は次の 3つに大別
される。1つ目は，ガバナンスを効かせて，企業
の健全な活動を促すものである。例えば，ステー
クホルダーアプローチ（Freeman, 1984）が著名
であることに加え，実務面でも安倍内閣の第三の
矢として政策提言された（金融庁, 2018）。2つ目
は，イノベーションの継続的な実現である（十川,
2009）。そして 3つ目が，SDGsの主張と重なる
地球環境保全を意識した，環境負荷を低減させる
活動である。
しかしながら，いずれにおいてもそれだけで組
織の持続性が実現されるわけではない。例えば，
ガバナンス問題に端を発する持続性への探求は，
収益性や不祥事の監視は一定程度効果が期待でき
るものの，長期的な展望は欠けていると言わざる
をえない。なぜならば，企業の活動は短期の事業
の延長線に長期に事業を展開するわけではないか
らである。この問題を正面から取り上げているの
が『両利きの経営』（O’ReillyⅢ& Tushman, 2016）
に他ならない。そこで求められるのが継続的なイ
ノベーションの実現である。これまで多くの研究
者や企業がその仕組みを探求したり，実践したり
してきたものの，未知のニーズや「運」の要素も
加わり，継続的なイノベーションを実現させる要
因について高い説明力を見いだせずにいる。地球
環境への負荷を低減させる取り組みは，社会的責
任論や資源の有限性から導いた規範的要素が強い
ことに加え，地球の持続性に軸足があり，必ずし

も「企業の持続性」に結び付くものではない場合
もある。
この問題の背景には，短期と長期の企業の成果
に加え，社会的側面との間で整合性が事実上，実
現できないことに起因すると考えられる。なぜな
らば，それらの要素が変化するスピードが異なる
ことに加え，整合を進めている間に要因が変化し
てしまうからである（馬塲, 2019）。
そこで，これらの問題に対して，実際にどのよ
うな対応が行われているのか，整合できないこと
によって生じる矛盾や問題をどのように吸収・解
消しているのかについて，組織の持続性に関する
事例からひも解く試みをしていきたいと考えてい
る。
まず，地球環境を維持する観点から資源の保全
を進めつつ事業の存続をはかっている株式会社臼
福本店，並びに短期と長期の企業成果の融合を経
営危機の中で実現させた株式会社サクラオブルワ
リーアンドディスティラリーにお話を伺うことと
した。

2 株式会社臼福本店

持続可能な社会の形成が求められている中，株
式会社臼福本店は，2020年 8月，大西洋クロマ
グロ漁業において世界で初めて MSC認証（Ma-

rine Stewardship Council：海洋管理協議会，水産
資源や環境に配慮し，適切に管理された持続可能
な漁業に関する認証）を取得した。そこで持続可
能な事業や組織運営について，臼福本店，臼井壯
太朗社長にお話を伺った。

2．1 遠洋マグロ漁業に関わる事業の概容
株式会社臼福本店は，7隻の遠洋漁船，昭福丸
を所有する船主である。船主は，船頭をはじめと
する乗組員（漁師）を雇い，一定期間の漁を委託
する。乗組員の報酬は，船主協会と船員組合の取
り決めによって定められた基準に従って支払われ
る。乗組員やお客さん，すべての人たちがハッ
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ピーになるよう，コーディネートするのが船主の
役割である。
一隻の船を運航するためには，様々な免許を所
有している乗組員が必要となる。例えば，船長で
あり，一等航海士であり，機関長である。船舶が
従わなければならないルールによって，必要な免
許が異なる。
現在，遠洋マグロ漁船に絞っている昭福丸は，

免許を持った複数の日本人のほかに通常，インド
ネシア人の乗組員を 17―8 名ほど雇って運航す
る。漁場は，太平洋からインド洋，大西洋におよ
ぶ。ケープタウンやカナリア諸島のラスパルマス
を拠点としながら，1年弱に及ぶ遠洋航海にでる。
一旦日本に帰港すると，長期の休みとなる。各社
によって違うが，一般的に 40日以上のところ，臼
井氏の船では，船員に十分に休養してもらうため
に 2か月弱の休みが慣習となっている。
OPRT（Organization for the Promotion of Re-

sponsible Tuna Fisheries：一般社団法人責任ある
まぐろ漁業推進機構，巻末ウェブ参考文献参照）
に登録している遠洋マグロ漁船数は，2023 年 3

月で 900隻を数え，日本では 150 隻（日本かつ
お・まぐろ漁業協同組合 129 隻，全国遠洋かつ
お・まぐろ漁業者協会 21隻，全国近海かつお・
まぐろ漁業協会 1隻）となっている。
遠洋マグロ漁業は，様々な規制の中で運営して
いかなければならない。漁獲については水産庁で
あり，船舶については国土交通省の管轄となり，
漁業法，船舶職員法，船舶安全法，電波法などが
関連する。このほかに間接的ではあるが，輸入関
連法，食品表示法など，販売先においてかかわる
法律も含め，守らなければならない規制は多岐に
わたる。中には，戦後直後から改正が行われてい
ない法律で規制されているものもある。また，組
合との取り決めによって決められているルールも
ある。国際的な取り決めも守っていかなくてはな
らない。

2．2 持続可能な水産業の視点
臼井氏は，震災後，ノルウェー大使館に招待さ

れて，復興に向けてサステナブル漁業の先端を行
くノルウェーの漁業の視察に行ったという。そこ
で学んだノルウェーの漁業のポイントは大きく 2

つある。1つは，省力化と少人化であり，もう 1

つは，漁獲量の管理と漁獲にかかる価格決定の仕
組みである。
前者は，労働人口の減少とともに，より少ない
人で漁業を実現させることと，より少ない労力で
収益を得るための効率化の意味合いがある。具体
的には，漁獲から加工にいたるプロセスでの機械
化である。このことは収益の確保に大きく貢献す
るという。
後者は，資源管理を厳格に行うことで，資源量
が保たれ，経年的に漁獲量の安定化につながって
いる。半年間漁をして，既定の漁獲高を達成すれ
ば，半年間漁は休みとなる。しかも，漁獲や運営
にかかる経費を考慮にいれた価格決定の方法と前
述の効率化をともなって，半年間の漁でも，十分
に生計をたてることができるという。
こういったサステナブルな漁業は日本の 1つの
手本にはなるものの，現在の日本では，流通の制
度や商習慣が異なり，かかるコストを価格に転嫁
できていないのが現状である。また，資源管理も
難しい。日本の食品業界では，サプライチェーン
の川下の力が強く，彼らが価格決定を主導してい
るケースが多い。食糧価格の上昇は，景気が上向
かない限り，世論の反感を買う可能性が高い。ま
た，魚の価格が上昇すれば，国内・海外問わず，
違法で漁獲された可能性がある魚も含めて，安い
魚が入ってくる確率が高くなるので，船主側は，
コストを価格に転嫁させることは非常に難しい。
マグロ類には，世界の中で大きく 5つの地域漁

業管理機関（Regional Fisheries Management Or-

ganizations: RFMOs）がある。すなわち，中西部
太平洋マグロ類委員会（WCPFC），全米熱帯マグ
ロ類委員会（IATTC），インド洋マグロ類委員会
（IOTC），大西洋マグロ類保存国際委員会（IC-

CAT），みなみまぐろ保存委員会（CCSBT）であ
る。これらの地域ごとに総漁獲可能量（TAC: To-
tal Allowable Catch）が決められている。
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RFMOsでは，ヨシキリザメは危惧種に指定さ
れていないが，2022 年 11 月のワシントン条約
（経済産業省，巻末ウェブ参考文献参照）で付属
書Ⅱに指定されてしまった。これは，元々付属書
Ⅱに指定されていたメジロサメ科のサメ 2種がヨ
シキリザメと類似していることに起因している。
絶滅危惧種の保護を標榜していても，資源量とは
直接関係ない場合もある。
マグロの漁獲には，漁業と養殖がある。漁業は，
天然資源の捕獲とその後育てるためのマグロ（種
苗）の捕獲がある。養殖には，漁業で捕獲した小
さなマグロを大きく育てて出荷する畜養と，卵か
ら孵化させて育てる完全養殖が含まれる。
資源管理のためには，種苗の漁業管理もしっか
り行う必要がある。天然の種苗が確保されすぎる
と，当然ながら将来，育った天然マグロの数が減
少することが想定できるからである。一方，畜養
においても，種苗をどのくらい確保し，どのくら
いの大きさまで育てたのかを測定することで，資
源確保の効率性が明らかになるとともに，魚のト
レーサビリティをはっきりさせ，ルールから外れ
て漁獲されることを防ぐ効果があるという。
また，畜養にしても，完全養殖にしても育てる
ためのエサには，天然のイワシ，サバなどの小型
魚が求められる。このエサとなる魚の調達方法に
も注意する必要がある。なぜならば，天然のイワ
シ，サバのような小型魚は，食物連鎖の中で天然
の中・大型魚類にとっても格好のエサであるから
である。こういった天然資源を利用することは，
天然の中・大型魚類の生存，成長や繁殖を損なう
ことに結び付く。また，小型魚自体の資源保全の
観点からも乱獲には注意しなければならない。こ
の問題を避けるために，自然環境下で捕食されて
いる小型魚ではなく，陸上の昆虫等を利用したエ
サの開発も行われている。しかしながら，食べる
エサが変れば，身質が変化するとともに，食品安
全上のリスクも懸念され，違った商品となってし
まう恐れがある。さらに，エサの残りや魚の排泄
物が海底に沈み，海洋汚染を引き起こすことも危
惧される。今後，世界的には，養殖技術の開発や

拡大には注意が必要である。

2．3 かつおまぐろ船の減船の流れ
日本でマグロ類の消費が多いことは，世界中の
漁業者がマグロを捕獲し，日本へ輸出する取り組
みが行われるようになる。漁業は，中国，台湾な
どのアジア圏だけではなく，EUおよびモロッコ，
チュニジア，トルコなどの地中海諸国も日本を相
手にマグロビジネスを始めた。その結果，日本漁
船によるマグロの漁獲量が減少し，このことを象
徴するように日本鰹鮪漁業共同組合連合会が債務
超過に陥り 2006年に事業を停止し，2009年に解
散している。
急激なマグロ漁業者の減船は，多くの漁業者が
船を維持することが厳しくなるとともに，周辺事
業，例えば，港湾業者，冷凍業者，船舶の保守管
理メインテナンス事業等，船舶仕込み，エサを積
む会社等立ち行かなくなる事業が続発した。数多
くの全国各地の漁船と関連産業の方々が廃業を余
儀なくされた。
減船された船は，スクラップするのが原則で

あったものの，中には，装備を外して運搬船とし
て他国へ売却されたものもあった。このように遠
洋漁業に必要な装備を除いて売却しても，再び架
装されるとマグロ漁船として出漁が可能となり，
違法漁業の温床を提供してしまった。
これに対して大西洋を管轄している ICCATの

資源保護の取り組みは，良い結果を生み出してい
る。急激な資源の減少に警鐘が鳴らされ，TAC

による漁獲量の制限や，小型魚の捕獲の禁止，産
卵期の産卵場所での禁漁に取り組んだ。ICCAT

加盟国とその漁業者や漁業関連業者がルールを守
り違法に魚が流通できない仕組みを導入した結
果，国際自然保護連合（International Union for

Conservation of Nature and Natural Resources）の
基準では，大西洋クロマグロは，資源が回復し，
持続的な漁業の良い成功例となったのである。
さらに日本の場合，漁獲された魚については，

いつどこでどのくらいの重さの魚が何尾捕獲され
たかについての報告義務が課せられているととも
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に，水揚げ時に重さと尾数を水産庁の検査官が
チェックしている。その結果，トレーサビリティ
が確立している。臼福本店では，現在，QRコー
ドと ICチップが付いた TAGがある。後から，商
品のトレーサビリティを消費者へ伝えることも可
能となっている。これらのプロセスで違反があっ
た場合，日本では，厳しい罰則が生産者に課せら
れている。

2．4 漁業者の労働市場と若年層への訴求
水産庁の集計によると，漁業従事者全体の人数
は，1988年から 2018年までの 30年間で 61％減
少し，15万 1701人である。その平均年齢は 2018

年には 56.9 歳で，65 歳以上の割合は 38.3％ と
なっている。これに対して，15―24歳は 5000人
程度であり，わずか 0.3％である（巻末ウェブ参
考文献参照）。年齢構成上，極端な高齢化が進ん
でいるのが現状である。
こういった日本の漁業従事者の労働事情に対し
て，世界的には，魚介の消費が増加する傾向にあ
る（水産庁，巻末ウェブ参考文献参照）。冷凍技
術を活かした輸送技術の向上とともに，健康志向
が反映され，漁業は成長産業になっているのであ
る。通常，成長産業には，多くの労働者を吸収す
る力があり，日本の労働事情は，世界に逆行して
いる。現に，日本では，2010年に肉食が上回り
（水産庁，巻末参考文献ウェブ参照），先進国の中
で漁獲量が減少している珍しい国となっている。
労働力が減少している遠因として，海外からの
輸入品の方が低価格を実現できていることがあげ
られる。一方，食料自給率の向上や地方の基幹産
業である第一次産業の存続を考えた場合，若い人
が漁業へたずさわることの重要性は高い。世界的
に漁業が注目されている中で臼井氏は，漁業の魅
力を多方面から訴求し，ビジネスとして成立させ
るとともに，働き甲斐のある魅力ある産業へ変え
ていくことを画策している。

2．5 規制緩和とルールの順守への働きかけ
その制約となるのが様々な規制である。前述の

とおり，遠洋漁業は，国内法や国際法の法律の元，
また，組合との取り決めの元運営していくことが
求められている。しかしながら，数 10年以上，変
わっていないルールがあるという。造船の技術や
気象予報能力，通信技術が未熟であった時代に
は，安全な航海を実現させるために必要であった
ルールは，様々な技術の発達とともに，より安全
に航海ができるようになり，その必要性は薄れて
いる。加えて，船舶は世界を航海しており，世界
で共有しているルールを守っていく必要性があ
る。ところが，国内で遵守しなければならない
ルールとの間に矛盾が生じる時があるという。ま
た，現在は，主にインドネシア人を中心とした外
国人を雇って航海にでる。日本人の船員を確保す
る取り組みは確かに重要である。しかしながら，
若年層の漁業従事者が激減している中，日本人を
優先して雇用する規制を守ることが難しくなって
おり，労務倒産しかねない状態が目の前にきてい
るという。高齢化とともに，減少傾向にある労働
力を補うのが，インドネシアを中心とした海外人
材である。海外人材を活かすためには，グローバ
ルな視点が不可欠となってくる。こうした状況の
中で臼井氏は，国際競争力をつけていくために
は，国際状況を踏まえ，時代に合わせて迅速に規
制緩和をしていく必要性を強く訴えている。
臼井氏は，今となっては時代に合っていない不
自然な規制の改正を主張するために，今まで以上
に襟を正していかなければならないと考え，ルー
ル順守を徹底している。自分だけが利益をとれれ
ばいい，そういった人たちが増えてくると全体の
体系が崩れてしまう。守るところはしっかり守っ
ているからこそ，規制改正に向けた発言ができる
という。
大西洋のクロマグロの資源量が回復したもの

の，太平洋のマグロ類は，大西洋のマグロ類ほど
回復していないと言われている。その背景には，
違法操業の横行が考えられるという。いわゆる
IUU（Illegal, Unreported and Unregulated）漁業
である。捕獲する側は，それを買い取る業者がい
るからこそ操業できる。買い取った業者は，それ
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を販売できる相手がいるから買い取ることができ
る。日本では，そういった商品がいまだに流通し
ている。EUではすべての魚に対して漁獲証明が
必要であり，ほぼ IUU漁業を排除できている。ア
メリカでは 2020 年 9 月 17 日に「IUU 漁業を野
放しにすれば，脆弱な沿岸国の状況は悪化し，漁
業国間の緊張が高まり，地政学的な安全を脅かす
ことになる」と沿岸警備隊長官が訴え，違法漁業
の撲滅を目指す戦略を策定した（アメリカ大使館
公式マガジン，巻末ウェブ参考文献参照）。その
結果，違法操業された魚の行き場がアジア圏に集
中してきたため，日本でも次第に IUU漁業を排
除し，資源の確保の動きが見られる。こうした流
れの中で 2019 年大阪で開催された G20 で IUU

漁業の撲滅が宣言された。その後，水産流通適正
化法が制定され，一種にアワビ，シラスウナギ，
ナマコが指定され，二種にサンマ，イカ，サバ，
マイワシが指定された。日本かつお・まぐろ漁業
協同組合はマグロ類 5種の指定を要望したが，採
用されなかったものの，2025年から，TAC魚種
であるクロマグロ，ミナミマグロは指定されるこ
とになった。

2．6 臼福本店のマグロ事業への専心
明治 15（1882）年に創業した臼福本店は臼井

壯太朗氏で 5代目となる。当初は，気仙沼港での
魚問屋であった。昭和 7（1932）年ごろから 2代
目が共同船主となり，その後，様々な漁業を経験
してきた。近海マグロ船や北洋サケマス漁業，カ
ツオ一本釣，カニかご船などである。現在，7隻
保有し，すべてが遠洋マグロ漁船である。内 6隻
は，インドネシアやケープタウンを基地として，
メバチマグロ，キハダマグロ，ミナミマグロをイ
ンド洋から大西洋にかけて捕獲している。また 1

隻は，カナリア諸島を基地としてメバチマグロや
大西洋クロマグロを捕獲している。
遠隔地での漁業は，冷凍運搬船やコンテナを

使って，効率的に運営するよう考えられている。
漁の途中で必要とされるエサや食料，船の部品を
補給するとともに，捕獲されたマグロは，冷凍運

搬船やコンテナを使って日本に運ばれる。

2．7 収益性の確保に向けた取り組み
様々な制約の中で，持続的な運営を実現するた
めには，利益率を確保することが欠かせない。こ
の点は，前述の冷凍運搬船を利用する場合と，燃
料費の高騰により自船で運ぶ場合とで，どちらが
収益を生むか，といったこともコスト削減の方法
として考えていかなければならなくなった。
国の省エネルギー政策の一環であった「もうか
る漁業プロジェクト」からも，収益性を高める知
見を獲得した。このプロジェクトは，国の補助を
受けて省エネルギーを実現させて，漁業を持続可
能な事業へと推進していく狙いがあった。併せ
て，船員の休みと給料を保証し，労使双方にとっ
ての望ましい事業を育んでいくことが企図され
た。臼福本店では，これらの条件に加え，漁業資
源の保持につながる国際認証とも組み合わせて，
より持続性のある事業の確立を目指した。
また，漁に出て，魚を獲得していくビジネスだ
けでは，価格を決めるパワーが弱く，高騰する燃
料や人件費をカバーすることが難しい。そこで，
松島さかな市場という，末端の小売店も営むこと
に取り組んだ。当初は赤字続きであったものの，
様々な改革を行い，安定した収益を確保すること
に成功した。

2．8 存続とさらなる成長に向けて
企業の存続のためには，関係する様々な人たち
との良好な関係を築いていく必要がある。まず，
人材不足が激しい船員さんにとって魅力的な職場
づくりを目指した。船員さんは長期間にわたり，
家族と離れ，洋上での生活を強いられる。少しで
も良い環境を整えるために，割高ではあるもの
の，全船にWi-Fi環境を整備した。その結果，い
つでも，好きな時に，祖国の人たちとの対話を楽
しめるとともに，必要な情報をすぐに入手できる
ようになった。また，皆さんにとっての憧れの船
であることを目指し，もうかる漁業プロジェクト
の新造船は，佐藤オオキ氏率いるデザイン事務所
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の nendoと乃村工藝社（青野恵太チーフデザイ
ナー）の協力を得てデザインした。この年のグッ
ドデザイン賞を受賞するとともに，海上であるこ
とを忘れさせる森の香りのエアアロマなども設置
した。こういった働く人たちの視点に立った取り
組みは，魅力的な産業づくりに欠かせない。
国を支える「食」というものの大切さをより広
く，深く理解してもらうための活動も積極的に
行っている。臼井氏は 2012年に「気仙沼の魚を
学校給食に普及させる会」を設立し，市や商工会
議所，大日本水産会等，関係所管の協力を得なが
ら，小学生への啓蒙活動を積極的に行っている。
近隣の小学校だけではなく，都内や全国の小学校
への漁業資源の大切さ，漁業のすばらしさの伝達
に余念がない。インドネシアに入港した際には現
地の小学生や高校生を招待し，漁船見学会を行
い，漁業のすばらしさやインドネシアとの漁業の
パートナーシップについても伝えている。
こういった気仙沼からの発信は，気仙沼の地域
の人たちに対して，将来，地域のアイデンティ
ティを形成する一助となることを期待していると
いう。気仙沼で働きたい，気仙沼から漁業や水産
業に取り組みたいと思ってもらうためには，気仙
沼の良いところ，気仙沼のすごいところ，漁業の
魅力や食の大切さについて絶えず発信していく必
要がある。
MSC認証取得も，将来に向けて資源を存続さ

せ，グローバルな視点でより魅力的な産業づくり
に欠かせないと考えたから取り組んだという。そ
の大きな転機がオリンピックで，サステナブルな
水産物しか公式には使用できなくなったことがあ
げられる。ロンドンオリンピックに始まり，リオ
デジャネイロオリンピック，そして東京オリン
ピックでも，MSCや ASC（Aquaculture Steward-

ship Council）などの認証を取得した水産物だけ
が使用された。グローバルには，MSC認証取得
は差別化に向けた重要なアピール材料になりつつ
あった。現に，サステナブルシーフードだから受
け入れられる顧客が増えてきているという。
こういった差別化された特別な価値を魚に加え

るのではなく，本来であるならば，通常の漁獲で
収益が生まれることが望ましいという。ノル
ウェーの漁業では，漁業者が不利にならないよう
価格が決定され，資源も維持されている。漁業者
が安心して生活できるようにするためには，根本
的なビジネスモデルの改善を考えていく必要があ
る。
食の大切さを伝える活動の背景には，東日本震
災で，食が無いと人は生きていけないことを再確
認したことが大きいという。着るものは 1着あれ
ば生きていける。住むところは，体育館やテント
で雨風がしのげて暖がとれれば生きていける。し
かし，食べるものがないと生きていけない。気仙
沼には，食料産業の基盤がある。半月エネルギー
が途絶えた中で，人のつながりの大切さ，そして
食の大切さを改めて感じ，より多くの人たちにそ
れらを伝えていくことが，残された人たちの役割
であることを悟ったという。
誰かに任せていては何も解決しない。思いつい
たことは，何でも取り組んでいくことで何が問題
なのかがわかってくる。これまで，震災の復興活
動とともに気仙沼に水族館を創るプロジェクトや
大学の研究機関を誘致することにも取り組んでき
た。こういった取り組みが，新たな人とつながり，
食の大切さへの訴求，持続可能な形で海洋資源の
活用，ひいては地方経済の創生に向けた取り組み
を支えているという。

2．9 組織・マネジメント上の対応
将来への責任をもった新たな活動は，相応の経
験のある人の役割であるという認識が若い人たち
の中で浸透していた。様々な改善への取り組みや
新たな提案に率先して取り組んでいくためには，
社内の人たちと対話を重ね，多くの情報を提供
し，仲間を増やしていく活動が欠かせないとい
う。情報は，社外の人とも共有することで，様々
なつながりを形成していく。
得られた情報や人とのつながりから，責任感が
芽生え，自ら取り組むようになることを期待して
いる。責任感がなければ，他人事となってしまい，
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自ら取り組むことはできない。仕事の内容によっ
ては，多くの人の生活や，場合によっては命にか
かわることもある。ミスが許されない仕事を最後
までやりきる気概をもって欲しいと，臼井氏は
語っている。
震災があり，漁業に従事する人口が減少し，世
界に目を転じても，不確実な状況がひっ迫してい
る。多くの人が不安を抱えて生活している。明る
い未来を描き，それに向けた活動に取り組み，情
報を発信していくことが欠かせない。先輩たちと
一緒に行動し，観察し，責任を与えると，だんだ
んと若い人たちも理解していく。世界の趨勢から
遅れないためにも，できるだけ外部の人たちとも
触れ合う機会を設けているという。先輩たちから
引き継いできたことを子供達の世代に，またその
次の世代にどうやってつなげていくか。臼井氏は
常に問題意識を高く持ち，思いついたことをすぐ
に行動することを心掛けている。

【インタビュー情報】
インタビュー日時
2023年 1月16日 9：30～14：30

臼福本店 本社にて
2023年 2月16日 10：00～12：00

専修大学神田キャンパス
2023年 7月 3日 10：00～12：00 14：00～15：30

オンライン
2023年 7月26日 8：30～10：00 オンライン
2023年 8月22日 9：30～9：45 オンライン
インタビュイー：臼井壯太朗 代表取締役社長
インタビュアー：馬塲 杉夫

【株式会社臼福本店】
明治 15年（1882年）創業 資本金 3000万円
本社所在地：宮城県気仙沼市魚町 2―4―11
代表取締役会長 臼井 賢志 氏
代表取締役社長 臼井壯太朗 氏
従業員数 約 170名
ウェブページ https://usufuku.jp/

3 株式会社サクラオブルワリーアンド
ディスティラリー

日本国内の酒類の消費が 1993年をピークに減
少している中，株式会社サクラオブルワリーアン
ドディスティラリーは，クラフトジンや新たなブ
ランドのウィスキーの蒸留を始め，着実に売り上
げを伸ばしている。ウィスキーは数年の熟成期間
を要し，需要があると注目してから製品化まで相
応の時間を必要とする。そのため，事業の立て直
しのための素材としてふさわしいとは考えにく
い。短期の収益の確保と長期の事業の立て直し
に，難しい素材であるウィスキーを用いてどのよ
うに成功したのか，工場見学させていただくとと
もに，執行役員経営企画・企画開発室長竹内慎吾
氏にお話を伺った。

3．1 沿革
サクラオブルワリーアンドディスティラリー

は，1918年に設立された中国酒類醸造合資会社
を起源とする。当初は，13，4社の清酒醸造所が
共同で出資し，醸造用アルコールの製造を委託販
売していた。その後，その中で一番の出資会社の
番頭格であった，志賀一郎氏が，MBO（manage-

ment by out）をして，事業を構築していった。
醸造用アルコールからスタートさせたが，みり
んや焼酎といったアルコール関連の事業を多角的
に取り組んできた。清酒造りは，1963年から始
め，紙パックに入った「はこさけ一代」がヒット
し，主力製品として成長した。
ウィスキー作りは早くから始めていた。1920

年にはライセンスを取得した記録が残されてい
る。日本で一番古いライセンスは 1919年とのこ
となので，当社がいかに早くからウィスキー蒸留
を意識していたかをうかがい知ることができる。
ただ，残念ながら，当時の記録はほとんど残って
いないという。1930 年代半ばに上海の工場で
ウィスキーの製造を行っていたり，1958 年に
ウィスキーの製造設備を増強した記録が残ってい
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るという。ハートマークのハートウィスキーや
ゴールデンハート，グローリーウィスキーといっ
たブランドで 1980年代半ばまで蒸留，販売して
いた。
しかしながら，その後，ウィスキーの等級制度
がなくなったり，輸入ウィスキーの税制が変わ
り，海外ウィスキーが安価に入手できるようにな
り，日本のウィスキー市場が大きく変化した。そ
こで，自社で蒸留するのではなく，海外からモル
トウィスキーを購入し，ブレンドして販売する形
態へと変化させていった。

3．2 経営危機
日本の中で酒類の消費が次第に低下する中で，

地方都市では，高齢化と人口減少に直面するよう
になっていた。高齢化は，酒類の消費の減少と結
びつく。また，当社では，広島県内の売上が，半
分以上でそれ以外は広島県外であり，広島県，中
国地方の変化を直接受けることとなった。1984

年の売上をピークに漸減し，赤字計上が常態化し
ていた。その中で，今から 10年ほど前には，お
酒の事業から撤退し，工場周辺に確保されていた
土地を活用した不動産業への転換も考えたほどで
あった。東京の都心部の不動産や，野球場から
プールまで保有していたが，事業の悪化とともに
切り売りされていた。
不振な状況の中で，創業者一族の社長より，立
て直しを任されたのが現在 49 歳，当時 38 歳の
竹内氏であった。竹内氏はそれまで，マツダの原
価管理をしていた役員から指導を受けて製造原価
の知識を蓄えていたとともに，商品企画の仕事も
していた。
まず，新たな取り組みをするにあたり，資金確
保のため，銀行に相談に行ったところ，新たな資
金の提供が全く期待できないことが発覚した。資
金を確保するためには，対外的な信用を得る必要
がある。黒字化のめどが立たない限り，資金確保
はできず，また，リスクを冒すことも難しい。そ
こで社長にリストラを提言したところ，それだけ
はしないでくれと頼まれ，社内から出ていくコス

トの削減に苦心した。もともと事業は縮小傾向に
あったため，労働力が余っていた。仕事が無いの
で，給与の削減を行うとともに，外注に出してい
た清掃は無論トイレ掃除も自前でやり資金の流出
を極力抑えるようにした。その結果，既存事業だ
けでなんとか黒字化することに成功した。そのプ
ロセスで不良在庫が減り，社員の成功体験とな
り，意識改革へとつながった。だからといって，
資金に余裕があるわけではない。リスクを負うこ
とも難しいため，既存事業の見直しから始めるこ
ととなった。

3．3 当社の強みと新規事業で心掛けたこと
サクラオブルワリーアンドディスティラリーの
当時の事業を見直してみると，ミリンから焼酎，
清酒，ウィスキーと酒類に関するポートフォリオ
が充実していた。ただ，売り上げが落ちている清
酒・焼酎が 7割と高かった。また，これらの酒類
の販売網もそなえていた。
清酒はお米を収穫してから，製造し，熟成させ，
キャッシュとして回収するまで 2 年を要する。
ウィスキーはそれ以上の時間がかかる。これに対
してリキュール類は，加工原料の購入からスター
トし，回収まで 2，3ヵ月と短い。また，販売す
る際，冷蔵庫に入れる必要があるものは，棚が限
られており，競合する。その点，リキュール類は，
冷蔵庫に入れる必要がなく，競合する製品も少な
い。そこで，リキュール類の新製品開発から始め，
キャッシュフローを良くし，資金的なゆとりを生
むことから始めた。
財務体質を改善させるとともに，次の一手とし
て，蒸留酒作りの模索を始めた。ウィスキーの蒸
留を中止してから 30年以上が経過しており，蒸
留技術が喪失してしまっていた。1からやり直す
こととなったものの，焼酎の製造は継続してお
り，流用可能な資産が残されていた。また，ウィ
スキーのブレンドは継続していたため，熟成の技
術は培われていた。ウィスキー作りに継続して取
り組むためには，改めて蒸留を再開する必要があ
り，そのために蒸留施設を新設しなくてはならな
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かった。
また，事業を立て直すにあたり，よりどころと
なる社是や理念が存在していなかったという。小
さな規模の会社であれば，社長の考えや思い，言
葉が社員に伝わりやすい。しかしながら，多くの
事業を展開し，規模が大きくなるにつれて，なか
なか社員に伝わりづらくなっていく。創業以来，
挑戦の歴史に鑑みるとともに，「広島」から，首
都圏や世界に向けて商品を提供していくことを込
めて，「我々は，発酵技術と地元資源を活かし，食
の楽しさを伝えるために挑戦を続けます」という
理念を掲げた。特に，ウィスキーは，フランス人
が買い付けに来て，在庫を全部買いたいとの申し
出を受けたことを契機に，海外にも目を向ける必
要性を感じていたという。

3．4 海外視察で歴史から学ぶ
ウィスキーの蒸留に向けて再出発をするにあた
り，本場のスコットランドへ視察に行くことと
なった。お金が無いので，他から人を獲得したり
することはできず，すべて自前でやる必要があっ
たのである。メンバーは，ビジネスのスキームを
考える社長と竹内氏に加え，これまで品質を高め
ることに苦しんできた品質管理を学ぶ製造責任者
の 3人である。
最初に向かったのは，アードベッグであるとい
う。アードベッグは，伝統的なスコッチウィス
キーのブランドの 1つであるが，何度となく身売
りを繰り返した歴史がある。なぜ，売られて買わ
れてを繰り返していくのか。そこにはウィスキー
作りのキャッシュ回収までの長い時間が関係して
いる。蒸留し，樽詰めされてから長い熟成期間を
経なくては，スコッチウィスキーとして販売する
ことはできない。財務体質の健全化は，継続的な
事業運営に欠かせないことを確認したという。
財務体質の健全化には，ブームが去ったあと生
き残るためにも欠かせない。その重要性もこのス
コットランドの蒸留所や自社の歴史から学んでい
る。売れなくなった際，収益を確保するためには，
当該セグメントの中で 30%程度のシェアを獲得

しておくことで，事業存続の売上を確保すること
ができる。ある程度のシェアがあるからこそ，価
格決定権がそなわり，販売のボリュームを維持
し，ブームが去ったあとでも乗り切ることができ
るという。
また，当時，1999年にヘンドリックスジンが

誕生した後で，ロンドンやスコットランドでは，
クラフトジンが流行していた。ジンはウィスキー
と違って，長期の熟成期間が必要とされず，回収
期間がウィスキーよりはるかに短く効率が良い。
クラフトジンの開発も 1 つの有力な候補となっ
た。
ジンは，いくつかのセグメントに分かれてい

る。サクラオブルワリーアンドディスティラリー
でジンの開発を進めている中，1本 5000円前後
のスーパープレミアムのセグメントに，京都生ま
れの「季の実」が 2016年 10月に発売された。こ
の商品の発売は，日本でもジンが注目されるきっ
かけとなった。当社では，1本 3000円以下のプ
レミアムクラスを考えており，このセグメントで
健全な財務体質に向けて，マーケットシェアが確
保できるよう開発を進め，2年の開発期間を経て，
2018年に発売した。
さらに，現地の蒸留所は，ディスティラリーツ
アーを盛んに行っている。ファンが工場見学をし
ながら，製品の背後にあるストーリーをしっかり
理解した上でお酒を楽しんでいるのである。当社
は，JR廿日市駅から，徒歩圏にあり，ディスティ
ラリーツアーで試飲を楽しんでもらうには，絶好
の立地にあった。スコットランドの蒸留所は，公
共交通機関で辿り着くには非常に不便であるが，
当社は，安心してツアーを楽しんでもらえるので
ある。
視察を経て，製品が価値を生むのは，ストー

リーと共感が必要なのではないかと考えるように
なったという。ファンとなった人がモノを買うの
は，共感を得ているからであり，ファンになるに
は，その商品が持っているストーリーがどれだけ
魅力的で引き込む力を持っているかである。創業
100年を機会に広島のものだけで作られるジン，

専修マネジメント・ジャーナル Vol. 13 No. 2

24 持続的組織に関する事例研究（1）



日本で作られたモルトやグレーンだけで作られる
オールジャパニーズウィスキーを目指すことは，
いずれも顧客にわかりやすいストーリーを伝える
こととなる。

3．5 地元での巡り合わせ
クラフトジンの開発を進めていく中で，広島と
いう立地がジンの原料となるボタニカルの宝庫で
あることがわかってきた。とりわけ，ジンの原料
として欠かせないのがジュニパーベリーである
が，広島で群生していることが，広島県の林業技
術センターを通じてわかった。その後，日本各地
の山間部を調べてみても，他に群生している場所
はまだ見つかっていない。
ジュニパーベリーの樹木は，植樹が難しい上

に，オスとメスがあり，オスの木が多くなってし
まい肝心の実の収穫量をなかなか増やすことがで
きないという。加えて，実ったとしても野鳥に
よって実が食い荒らされ，計画的収穫が非常に困
難であるとされている。また，広島県はレモンや
八朔の産地としても知られているが，ジンにはレ
モンピールやオレンジピールなど柑橘類が良く使
われている。地元資源のみを使ったジンは世界的
にも珍しく，竹内氏は，これはまさに巡り合わせ
であると考え，導かれるようにジンの開発を進め
ることとなった。
また，35年以上前に売れ残っていたウィスキー
の処分に困っていた。貯蔵が難しい上，アルコー
ルは廃棄処理にコストがかかるのである。その
際，かつて旧国鉄が山陽本線と山陰本線を結ぶ路
線を計画し（その後中止），その際に掘られた戸
河内トンネルを使って欲しいとの申し出があり，
自然環境下で保存できる格好の倉庫を入手するこ
とができた。現在，戸河内ブランドでウィスキー
を販売しているが，これも地元との巡り合わせと
いうことができる。
ウィスキーブランドは，現在大きく「桜尾」と

「戸河内」の 2つを抱えている。桜尾のラベルに
は，海岸線に立地している蒸留所を意識して海を
モチーフにした絵柄を採用し，山間部に貯蔵され

た戸河内のラベルには，山をモチーフにした絵柄
を採用している。こういった点にも地元から発信
しているストーリーを埋め込んでいる。
また，ボトルキャップの内側は，密閉性を確保
するために樹脂を使っているが，人の手で握る部
分には感触の良い木を採用している。カクテルで
利用されるジンのボトルには，バーテンダーさん
が握りやすいようなデザインが施されている。同
時に，焼酎のブランドであった「ダルマ焼酎」に
ちなみダルマの絵をあしらい，伝統を引き継ぎな
がら，革新の象徴としている。同じブランドでも
毎年少しずつラベルの模様を変え，固定客の心を
くすぐる工夫も続けている。いずれも，生産現場
やショップ，バーテンダーさん等々からの情報を
吸い上げ，製品に反映し，発信するストーリーを
深めている。

3．6 様々な工夫
資源が限られている中，無理な新製品の開発を
避けるために，様々な工夫が凝らされている。ま
ず，既存の設備の流用である。焼酎の製造で使わ
れていたタンクをウィスキー用の発酵タンクに流
用したり，同じく焼酎の蒸留器をカスタマイズし
てグレーンウィスキーの蒸留に活用したりした。
また，ジンとウィスキーの開発を同時並行的に
行ったため，新たに設置した蒸留器を共用の蒸留
器とした。稼働は，ウィスキーが 90％でジンが
10％であるが，1つの蒸留器で複数の製品を開
発できるため，空間を無駄にせず，また，有休期
間を短くすることが可能となった。
経営危機を乗り越えた経験を踏まえ，無駄なも
の，非合理的なものを排除しようという機運も高
まってきている。例えば，スーツの着用や，コロ
ナ禍前から定時出勤に明確な理由が無かったた
め，いずれも廃止されている。勤務時間について
は自己申告すら行っていないという。かといっ
て，成果主義を強力に進めているわけでもない。
ブランド作りや効率の悪い製品からの撤退も必
要となってくる。以前に，会社をささえた紙パッ
クの「はこさけ一代」からも撤退した。これは，
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新たなブランドの構築とともに，過去との決別を
従業員に徹底させる意味もあったという。製造現
場はなかなか変わりにくいため，新聞社に記事を
書いてもらい，意識改革への 1歩とした。
一方，新しいことに躊躇しない社風もそなわっ
ているという。自由な服装であったり，出勤時間
の自由化も，こういった社風だからこそすぐに導
入できた。今までいくつかの失敗をしてきたが，
新しいことに取り組み続けている。また，ものす
ごく意思決定スピードも速い。脈々と組織の
DNAが受け継がれているのである。
担当部門でも工夫が見られる。開発部門におい
ては，早く資金を回収し，安定して収益を確保で
きるリキュールの開発と，すぐには結果がでない
が夢がある長期のウィスキーの開発は，同じメン
バーで取り組んでいるという。早く資金が回収で
きる分，あらゆる作業を手早く取り組むにはスト
レスが多くかかる。一方，結果がすぐに出ない分，
じっくり取り組める開発と組み合わせることで，
バランスがとれ，楽しく取り組めるようになると
いう。
また，開発部門は，中小企業では製造部門との
関係が近いのが通常である。製造方法と組み合わ
せることで，スムーズに製造に移行できる。とこ
ろが，当社は，企画部門と組み合わせている。既
存の流れを必要以上に取り入れることを避ける効
果があるという。
営業の方法も変更した。現在，明確な営業部門
は存在していない。営業の役割は，自社の製品を
積極的に販売することを目指し，顧客目線を失い
かねない。お客さんに選んでもらうためには，営
業部門というよりは，今，何が売れていて，どの
ようにすればモノが売れるかをお店と一緒に考
え，お客さん（店舗）の売上をサポートするマー
ケティングを中心に取り組んでいる。その中で，
自社の製品がふさわしければ置いてもらう。
日本では，酒屋さん，スーパー，コンビニで酒
販されているが，近年は，輸入雑貨屋さんや卸売
り型の店舗，DIYショップ等，多様な店舗でお酒
が販売されている。新規の店舗では，従来のお酒

売り場の概念が薄く，新たな棚づくりがしやす
い。お客さんがどのような種類のお酒を望んでい
るのか，一緒になって考え，売れる商品を売れる
ところに置くようにすると，お客さんの情報が数
多く集まってくるという。そうやってお客さんの
ニーズを探し，情報を獲得し，製品開発へと活か
している。

3．7 今後の展開
中小企業は体力が限られているので，多くのも
のを同時に抱えることは非常に難しい。また，資
金の回収に時間がかかる製品は，売れなくなった
際のリスクも大きく，大きな投資も難しい。分散
しながら，少しずつ取り組むことしかできない。
常に，減産計画も念頭におきながら，生産する必
要がある。規模を拡大すると，排水処理の施設も
大規模にする必要があるとともに，倉庫も必要に
なってくる。今の需要ではなく，数年後の需要に
向けた拡大はリスクが高く，そこまでの拡大は
行っていない。これまで新たに建屋を増築せずに
取り組んできた。
海外への展開はヨーロッパに軸足を置いている
が，大きな市場の 1つであるアメリカ市場へは今
まで展開していない。現在，経常利益率が 12-3

％で推移し，健全な状態を維持しているが，今後，
どのくらいの事業規模にするかについては，社長
の判断にゆだねられている。
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4 終わりに

持続的な組織を実現させるために，実際の組織
がどのような取り組みをしているのかを見てき
た。臼福本店では自社を取り巻く環境変化に臼井
社長ができる限り対応するとともに，自ら変化を
起こそうとする試みが随所に見られた。しかしな
がら，業界団体や同業他社等が，その変化への対
応に苦慮している様子が感じられた。遠洋マグロ
漁業は，多くのステークホルダーとの関係性との
間に成立しており，行政をも巻き込みながら，世
界的視野での展開が期待される。臼井社長が他の
要因との間に生じる矛盾やギャップを吸収する試
みが今後も継続的に行われることが予測される。
サクラオブルワリーアンドディスティラリーで
は，長期の展望を実現するための短期のビジネス
を区別し，長期の価値を高める試みを伺うことが
できた。どちらかに偏ることは，事業上も従業員
のマインドとしてもバランスが取れず，両方扱う
ことが望ましいことが感じられた。組織規模が大
きくなると，両方を扱うことが難しい場合もある
が，小規模である限り，双方同時に扱うメリット
がデメリットを上回る可能性がある。
組織の持続性に向けて様々な矛盾やギャップを
どのように吸収していくかについて，今後も観察
を継続していきたい。

※本稿は，令和 4年度経営研究所研究助成による研究成果
の一部である。
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